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はじめに 

今般の電力システム改革により新たに発電・小売部門が自由化され、多様な主体による

新規参入と競争が進み、一定程度の産業構造の変革が起きつつあるといえる。加えて、今

後は、新たな技術開発の進展・ビジネスモデルの確立によって、今般のシステム改革を超

える事業環境の変化をもたらし、ひいては電力分野の産業構造を変革していく可能性があ

る。 

既に足元では、近年の AI・IoT等の技術革新によって、自動車産業、IT産業等の個別産

業の構造を変えつつあり、産業構造全体で見ても大きな影響を与えつつある。こうした AI・

IoT技術を中心とした変革の波は、電力産業においても例外では無く、系統運用、発電制御、

需要予測等電気事業においても多くの分野に応用できる可能性を秘めている。更には、再

生可能エネルギーの導入拡大や省エネ技術革新、ひいては温暖化対策といった要素を加味

することも不可欠である。 

こうした中、今後のエネルギー基本計画の見直しや電力システム改革の推進等において

も、こうした新たな技術革新の動向やこれによる将来的な電力事業へのインパクト等につ

いて検討を深め、的確に把握する必要がある。 

本調査は、今後の我が国の電力事業に関するより実効的な政策立案に役立てることを目

的として、上述の論点を中心に関連する情報の収集と詳細な分析を行った。 

 

なお、本調査にあたり、関係機関や学識者の参加を得て「平成２９年度電力需給・系統

等関連調査（AI・IoT等の技術革新が系統・発電・小売部門に与える影響と求められる新た

なビジネスモデル等に関する調査）勉強会」を開催した。勉強会では、主に技術革新がも

たらす新たな電力事業の事例について、委員および事務局から紹介のうえ、委員によるデ

ィスカッションを実施した。 

本勉強会にて得られた意見については、本報告書の内容に適宜反映している。 
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1. 将来の電力事業に影響を与えうる要素技術 

 

1.1. 要素技術の概要 

政府は、第 5 期科学技術基本計画において、我が国が目指すべき未来社会の姿として

「Society 5.0」を初めて提唱した。Society 5.0とは、サイバー空間（仮想空間）とフィジ

カル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決

を両立する、人間中心の社会（Society）とされている。すなわち、必要なもの・サービス

を、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、社会の様々なニーズにきめ細かに対応

でき、あらゆる人が質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、地域、言語といった様々

な違いを乗り越え、活き活きと快適に暮らすことのできる社会であるといえる。 

 

 

出所：内閣府 Society 5.0ウェブサイト 

図 1  Society 5.0で実現する社会 

 

Society 5.0 では、フィジカル空間のセンサーからの膨大な情報がサイバー空間に集積さ

れる。サイバー空間では、このビッグデータを人工知能（AI）が解析し、その解析結果が

フィジカル空間の人間に様々な形でフィードバックされる。従来の社会では、人間が情報

を解析することで価値が生まれてきたが、Society 5.0 では、膨大なビッグデータを人間の

能力を超えた AIが解析し、その結果がロボットなどを通して人間にフィードバックされる

ことで、これまでには出来なかった新たな価値が産業や社会にもたらされることが期待さ

れている。 
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出所：内閣府 Society 5.0ウェブサイト 

図 2 サイバー空間とフィジカル空間の高度な融合 

 

Society 5.0を技術面からみると、第 4次産業革命により可能となった自律的な最適化技

術を社会に実装することが、Society 5.0を実現するための手法に他ならないといえる。第 4

次産業革命の中心となった Connected Industriesを支える技術、すなわち AI・IoT・ビッ

グデータといった要素技術を正確に理解し、電力産業を含めた社会にどのように導入すべ

きかを検討することが重要であるといえる。 

また、これらの技術に加えて、近年仮想通貨等を通じて急速に社会に広がりつつあるブ

ロックチェーン技術についても、中央集権型から分散型へと取引の形態を移行させる強力

な要因であると考えられることから、本調査における調査項目とする。 
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出所：経済産業省産業構造審議会「新産業構造ビジョン」p.3 

図 3  Society 5.0につながる Connected Industries 

 

また、政府としては「日本再興戦略」改訂 2015年（2015 年 6 月 30 日閣議決定）にて、

IoT・ビッグデータ・人工知能等による産業構造・就業構造変革の検討を掲げている。 

 

 

出所：NEDO「日本再興戦略改訂 2015の概要」p.8 

図 4 IoT・ビッグデータ・人工知能時代への産業構造・就業構造改革 
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つの要因により第三次ブームを迎えることとなった。 

 

 

出所：総務省「ICTの進化が雇用と働き方に及ぼす影響に関する調査研究」 

図 6  AI開発の沿革 

 

数多の AI 技術の中でも今後のカギを握るのは、「ディープラーニング」と呼ばれる手法

である。ディープラーニングが革新的といわれる理由は、データを分析する際に指標とす

る「特徴量」を、従来は人間が定義する必要があったのに対して、ディープラーニングで

は機械自らが導き出すことができる、という特性にある。この特性により、人間が到底処

理できないほどの圧倒的に大量のデータから、AI が自ら学習を重ねて分析や判断の精度を

上げることが可能となった。 

ディープラーニングをベースとするAIの技術的発展により、2020年には「運動の習熟」、

2025年には「言語の意味理解」を達成することが期待されている。 
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出所：東京大学 松尾豊 「人工知能の未来-ディープラーニングの可能性とサイバーセキュ

リティに対する影響-」、p22 

図 7 AI技術の発展と社会への影響 

 

② 社会に与えうる影響 

 

AI は、今後その実用化が着実に進展すると期待されており、多様な機能が幅広い分野で

研究されている。今後、識別・予測の精度が向上することによって適用分野が広がり、か

つ、複数の技術を結合することで、実用化に求められる機能が充足されるといった発展が

見込まれている。 
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出所：総務省「ICTの進化が雇用と働き方に及ぼす影響に関する調査研究」 

図 8 AIの発展と利活用の進化 

 

AI の利活用が望ましい分野に関して、有識者にアンケートを行ったところ、社会的課題

の解決が期待される分野（健診の高度化や公共交通の自動運転、救急搬送ルートの選定、

交通混雑・渋滞の緩和等）において、AI の利活用ニーズが相対的に高いという結果が得ら

れた。一方で、産業や個人の生活に関わる分野（金融やマーケティング、コミュニケーシ

ョン等）では、AIの利活用ニーズが相対的に低いという結果も得られた。 

 

 

出所：総務省「ICTの進化が雇用と働き方に及ぼす影響に関する調査研究」 

図 9 AIの利活用が望ましい分野 
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③ 国内での位置づけ 

AIに関する具体的な推進体制として、2016年 4月 12日に開催された第 5回「未来投資

に向けた官民対話」における安倍総理の指示を受け、産学官の叡智を集め、縦割りを排し

た「人工知能技術戦略会議」が創設された。 

 

 

出所：NEDO AIポータルウェブサイト 

図 10  AI実用化見通しに伴う推進体制 

 

2017 年 3 月人工知能技術戦略会議において、「人工知能の研究開発目標と産業化のロー

ドマップ」が策定された。今後、エネルギー関連では、EMS、ダイナミックプライシング

について、研究開発する方針が示されている。 
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出所：人工知能技術戦略会議「人工知能の研究開発目標と 産業化のロードマップ」、p5 

図 11 AIとその他関連技術融合による産業化ロードマップ（生産性分野） 

 

1.1.2. IoT 

 

① 技術の概要 

IoT（Internet of Things）は「モノのインターネット」とも呼ばれ、パソコンやスマー

トフォン、タブレットといった従来型の ICT 端末だけでなく、様々な「モノ」がセンサー

と無線通信を介してインターネットに接続され、インターネットの一部を構成するという

意味である。 

IoTのコンセプトは、自動車、家電、ロボット、施設などあらゆるモノがインターネット

につながり、情報のやり取りをすることで、モノのデータ化やそれに基づく自動化等が進

展し、新たな付加価値を生み出すというものである。これにより、製品の販売に留まらず、

製品を使ってサービスを提供するいわゆるモノのサービス化の進展にも寄与することが期

待されている。 

IoT時代の到来を表す一義的な指標としては、こうしたインターネットにつながるモノの

数の爆発的な増加が挙げられる。インターネットにつながるモノ（IoT デバイス）の数は、

2016 年時点で 173 億個であったところ、2020 年は約 300 億と現状の数量の 2 倍に規模が

拡大する見通しである。 
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出所：総務省「平成 29年版情報通信白書」、IHS Technology 

図 12 世界のインターネットにつながるモノ（IoTデバイス）数の推移・予測 

 

IoTで想定している接続されるモノは、接続機器の従来の代表格であるパソコンやスマー

トフォンだけではなく、車や家電、産業用設備など、従来通信機能を備えていなかった機

器が挙げられる。あらゆる産業や社会経済の分野においてネットワーク接続機器が浸透し

ていくことで、インターネットにつながるモノの数が飛躍的に拡大することが期待されて

いる。 
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出所：総務省「平成 27年版情報通信白書」、Gartner “Gartner Says 4.9 Billion Connec

ted "Things" Will Be in Use in 2015” 

図 13 世界のインターネットにつながるモノ（IoTデバイス）数の推移・予測 

 

また、IoT 技術拡大に伴い、デバイス本体の電力消費量の増大も想定されており、2025

年には家庭内の IoTデバイスの電力消費量は 460億 kWhに達することが見込まれている。 

 

出所：IEA「Energy Efficiency of the Internet of Things」2016年、P6 

図 14 IoTアプリケーションの電力消費量予測 
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② 社会に与えうる影響 

前述のとおり、今後はあらゆる分野にわたってネットワーク接続機器が浸透していくこ

とが予想されている。これに伴って、IoTの技術やコンセプトは幅広い領域に適用され、社

会インフラとして浸透していくと予想される。 

 

 

出所：総務省「グローバル ICT産業の構造変化及び将来展望等に関する調査研究」 

図 15  IoTの適用分野の例 

 

IoTは、情報の収集・蓄積、解析、反映・応用のあらゆる面において革新をもたらすこと

から、様々なビジネスや産業構造そのものを大きく変革する可能性を秘めている。また、

ビジネスに留まらず社会分野等の幅広い分野での活用の可能性も期待される。 

産業部門においては、特に製造業における影響が大きいと予想される。例えば、製造業

の生産ラインの現場では、これまで製品の製造条件等は、データを収集していなかったり、

もしくは収集していたとしても、十分に分析・活用できていなかったりしていた。そこに

IoTの技術を用いることで、データを自動的に収集・分析し、生産効率の改善へつなげるこ

とが可能となる。国内外の事例からも、製造業の IoT 化には、様々な目的と狙いがあるこ

とが分かる。 
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出所：総務省「グローバル ICT産業の構造変化及び将来展望等に関する調査研究」 

図 16 産業向け IoT製品・取り組み事例 

 

海外における製造業の IoT 化プロジェクトとして最も有名なのは、ドイツの

「Industrie4.0戦略」である。これは、官民連携体制で「モノ（IoT）とサービス（IoS; Internet 

of Service）のインターネット」の製造プロセスへの応用を通じて、生産プロセスの上流か

ら下流までが垂直方向にネットワーク化されることにより、注文から出荷までをリアルタ

イムで管理しバリューチェーンを結ぶ「第 4 次産業革命」が生まれるという考え方に基づ

き命名されたものである。 

 

 

出所：Forschungsunion Wirtschaft und Wissenschaft, Acatech,”Securing the future 

of German manufacturing industry Recommendations for implementing the strateg

ic initiative INDUSTRIE 4.0 Final report of the Industrie 4.0. Working Group” 

図 17 Industrie4.0の位置づけ 
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自動車生産の現場を例にとると、Industrie4.0が実現すれば、ネットワークに接続された

製造ロボットが、生産状況や在庫等のさまざまな情報をリアルタイムに分析した結果を踏

まえ、臨機応変に生産方式や製造物を変え、最適な生産を行うことが可能となる。これに

より、顧客や市場の要望に応じて、常に最適な生産体制を自動的に維持することが期待で

きる。 

 

 

出所：Forschungsunion Wirtschaft und Wissenschaft, Acatech,”Securing the future 

of German manufacturing industry Recommendations for implementing the strateg

ic initiative INDUSTRIE 4.0 Final report of the Industrie 4.0. Working Group” 

図 18 従来の生産方式と Industrie4.0が目指す将来像の違い 

 

③ 現状と課題 

IoTの推進等に係る課題を国際的に見ると、インフラ整備の面は共通の課題として認識さ

れている一方、新規市場の創出や資金調達面については、国ごとに課題認識にばらつきが

みられる。このような市場の有無や資金調達のハードルが、各国の IoT 進展度の差異に影

響していることが想定される。 
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出所：総務省「IoT時代における ICT産業の構造分析と ICTによる経済成長への多面的貢

献の検証に関する調査研究」 

図 19 IoTの進展に係る課題の平均と変動係数 

 

国別に課題を比較すると、日本企業は、他国と比べて「人材育成」に対する課題認識が

高い傾向がある。他方、「ネットワークの高度化・仮想化」等のインフラに関する課題につ

いては、相対的に課題認識が低い。このような状況から、我が国においては、IoT進展の基

盤となるネットワークインフラは整っているものの、それを活用して製品・サービスを開

発するための専門知識を有する人材が不足していることが想定される。 

 



18 

 

 

出所：総務省「IoT時代における ICT産業の構造分析と ICTによる経済成長への多面的貢

献の検証に関する調査研究」 

図 20 各国 IoTの進展に係る課題 

 

④ 国内・海外での位置づけ 

諸外国では、IoTの普及促進等に関する政策的な取組が進んでいる。各国とも、産業構造

や企業の取組等の違いを背景に、政策的な取組においては、それぞれ狙い、対象分野、国

の役割等の観点が異なる。 

米国では、2013年に始まったホワイトハウス直下のプロジェクトである Smart America 

Challengeでは、CPS（Cyber-Physical System：実世界のデータをセンサーにより収集・

観測し、クラウド等のサイバー空間にてデータの処理・分析を行い、その結果得られた価

値を実世界に還元すること）の社会実装を促進すべく、CPS が新規事業機会及び社会経済

的便益の創出につながることを明らかにすることを目的としている。 

ドイツでは、前述の官民連携プロジェクト「Industrie4.0戦略」に代表される、製造業の

IoT化を通じて、IoTの効果を社会実装することを目指している。 

中国では、2011年の「第 12次 5カ年規画綱要」において、IoTやM2M、ユビキタスネ

ットワークに相当する「物聯網」が重点産業分野の一つとされ、IoTを通じて一気に近代化
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を進める方針が示された。 

 

 

出所：総務省「IoT時代における ICT産業の構造分析と ICTによる経済成長への多面的貢

献の検証に関する調査研究」 

図 21 諸外国の IoTに関する政策的な取組 

 

我が国では、総務省が「IoT/ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策の在り方」に

ついて情報通信審議会による検討が進められているほか、IoT/ビッグデータ/AI等の発展に

よる世界的な産業構造の変革にあたって、産学官が参画・連携し、IoT推進に関する技術の

開発・実証や新たなビジネスモデルの創出推進するための体制を構築することを目的とし

て「IoT推進コンソーシアム」が設立されている。 

本コンソーシアムでは、産学官が参画・連携し、具体的には IoT に関する技術開発・実

証及び標準化等の推進、および IoT に関する各種プロジェクトの創出及び当該プロジェク

トの実施に必要となる規制改革に関する提言のとりまとめ等に取り組むこととしているほ

か、諸外国の IoT推進団体との連携等の国際展開の取組も進めている。 
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出所：総務省「平成 29年版情報通信白書」 

図 22 IoT推進コンソーシアム 

 

1.1.3. ブロックチェーン 

 

① 技術の概要 

ブロックチェーンは「分散台帳技術」とも呼ばれ、様々な取引に関するデータベース、

すなわち台帳情報を共通化して、個々のシステム内に同一の台帳情報を保有するという考

え方を実現する技術である。もともと仮想通貨のひとつであるビットコインを実現させる

ために生まれた技術であり、いくつかの暗号技術がベースとなっている。 

取引に関する情報を、ブロックチェーン上で参加者全員が共有するようになれば、デー

タ連携も容易となり、台帳の更新時に参加者間で合意を取ることで、コストの掛かる第三

者機関を必要とせず、内容の正当性と一貫性を確保することが可能となる。 
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出所：経済産業省「IoT、AI、ビッグデータに関する経済産業省の取組について」p.61 

図 23 ブロックチェーンの概念図 

 

 

出所：経済産業省「IoT、AI、ビッグデータに関する経済産業省の取組について」p.60 

図 24 ブロックチェーン技術がもたらす将来イメージ 

 

② 社会に与えうる影響 

ブロックチェーン技術は、これまで経済活動の基盤となる取引相手の信頼性を担保する

ための手段として、構築してきた様々な制度や仕組みを代替し、従来の社会システムを大

きく変容させる画期的な発明であるといえる。 

例えば、信頼性担保の仕組みを例にとれば、従来は以下のような制度が構築されていた。 
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 格付け、会計監査：会社の弁済能力や会計の適切性の外部機関による評価 

 公証人：第三者による適法性の担保 

 登記：権利保有者の透明性の担保 

 商法：会社が取引に参加するために必要な信頼を担保するためのルール 

 中央銀行：通貨の発行主体であり、通貨の信用の担保機関 

これらの制度を運営するために、冗長的な情報システム、運営・メンテナンス費用、組織

を維持するための経営と従業員等、多大なコストを負担して中央集権的な第三者機関（中

央機関）を構築してきたといえる。また、これらの運営・維持に掛かるコストは、基本的

には利用者が利用料の中で負担してきた。 

ブロックチェーン技術の採用により、参加者同士が対等の関係で相互に協力・監視する

ことで、社会システム維持のために負担してきた多大なコストが不要となることが期待さ

れている。 

 

 

出所：経済産業省「IoT、AI、ビッグデータに関する経済産業省の取組について」p.63 

図 25 ブロックチェーン技術の展開が有望な事例とその市場規模 

 

③ 現状と課題 

今日、ブロックチェーン技術は改良を重ねながら、ビットコインから金融、さらには金

融以外の分野にもユースケースを拡大しており、その様相から「ビットコイン 2.0」と呼ば

れることもある。 
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出所：経済産業省「IoT、AI、ビッグデータに関する経済産業省の取組について」p.67 

図 26 ブロックチェーン技術活用のユースケース 

 

利用拡大が期待されるブロックチェーン技術だが、実際の社会システムに取り入れる際

には、以下のような課題も挙げられている。 

まず、最も大きな課題として、即時性に欠ける点が指摘されている。ブロックチェーン

の種類によるものの、一般的には新しいブロックを生成するためのデータ処理の確定に、

相応の時間（数秒〜10 分程度）を要することから、高速取引など即時性が必要なアプリケ

ーションには不向きであるとされている。 

次に、単位時間あたりの取引件数が限られていることが挙げられる。これは、規定され

ているブロックに格納できるデータ量には上限があることに加え、前述のとおり、新ブロ

ック生成に時間を要することに起因する現象である。具体的に言えば、1秒間に処理できる

取引（トランザクション）件数は、既存決済システム（VISA等）と比べて劣ることは避け

られない。 

さらに、実ビジネスでの運用手法等が確立されていないことも課題である。実事業への

適用例が少ないこともあり、ブロックチェーンに関わる性能要件や仕様が明確ではなく、

いわゆる SLA(Service Level Agreement)が整備されていない。 

これらの課題を抱えつつも、今後は様々な用途に活用フィールドを拡げながら、運用を

通してこれら課題に対する解決手法が開発されることが期待できる。 
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④ 国内・海外での位置づけ 

 

海外においては、大企業や行政も巻き込み、様々な分野での実証が展開されつつある。

また、国内においてもベンチャー・スタートアップ企業を中心に、様々なサービス開発や

提供が始まっており、今後は大企業における利活用が進むことが期待される。 

 

 

出所：経済産業省「IoT、AI、ビッグデータに関する経済産業省の取組について」 

図 27 ブロックチェーン技術に関する海外事例 

 

1.2. 想定される電力事業への影響 

 

1.2.1. 電力事業に影響を与えうる要因 

内閣府総合科学技術・イノベーション会議は、「エネルギー・環境イノベーション戦略」

を 2016年 4月に発表した。この中で、AI・ビッグデータ・IoTについては、エネルギーシ

ステム統合技術の例として明示されている。 
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出所：内閣府 総合化学技術・イノベーション会議「エネルギー・環境イノベーション戦

略」参考資料 

図 28 2050年までの世界の温室効果ガス削減のイメージ 

 

電力事業の運営において、最も重要なのは常に需要と供給を一致させる「同時同量」で

ある。その意味では、電力事業はネットワーク事業であるといえ、生産者たる発電所と、

消費者たる需要家が、送配電網というインフラを通じて直接繋がっていることに特徴があ

る。電力事業においては、ネットワークを通じて需給を一致させるため、緻密な管理や制

御が求められる。 

近年、再生可能エネルギーを初めとする分散型エネルギーが導入量を増大していること

により、「同時同量」を達成するための管理・制御の難易度が上昇している。今後、再生可

能エネルギーの導入が一層進む可能性を考えれば、コストを掛けずかつ精緻な需給調整技

術が求められる状況にある。このようなニーズは、AI・IoT・ブロックチェーン等、台頭す

るデジタル技術で解決することが可能と目されている。 

電力事業の部門別にみると、発電部門や送電部門は、現場で得られるリアルデータの塊

であると言える。他方で、労働力減少により、現場の作業員確保が困難となる中、熟練の

ノウハウ、いわゆる「匠の技」を引き継ぐことも求められている。すなわち、IT（情報技

術）だけでなく、OT（運用技術）を適切に組み合わせることで、初めて付加価値が生まれ

る分野だといえ、AIや IoTとの親和性が予見される。 

配電部門や小売部門については、コモディティ化が進む電気という商品を販売する際に、
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いかに付加価値を高め、差別化により顧客への訴求力を高めることが重要となる。また、

需要家の生活に近いがゆえに、AI・IoT・ブロックチェーン技術等のデジタル技術およびデ

ータ利活用等の観点から、生活の質を高めるようなサービス提供の可能性も示唆されてい

る。 

一方で外部環境に目を転じると、国内における今後の電力産業を見ると、電力需要が人

口減少等により頭打ちあるいは減少することが見込まれる一方で、送配電分野を中心に老

朽化した設備の維持管理や更新の必要性が高まることなど、経営環境は厳しさを増すこと

が懸念される。 

こうした経営環境変化の中で、AI・IoT・ブロックチェーン等の新たな技術は、電力産業

が抱える課題の解決のみに留まらず、国内外での競争力を強化することができるポテンシ

ャルを秘めているといえる。新たなデジタル技術は、電力事業に与える影響は、単に従来

ならびに将来の課題を解決する手段となるだけでなく、新たな産業を創出し、収益性を向

上させる有用な方策となり得るといえる。 

 

1.2.2. 海外企業の戦略事例 

近年、GAFA（Google, Apple, Facebook, Amazon）とも称される巨大 IT企業が、新たな

デジタル技術を活かして代替的付加価値を生み出し、急速に成長している。しかし、これ

らの企業においても、社会インフラなどの領域への入り込みは、現時点では十分ではない。

その一因としては、特に社会インフラ事業においては、デジタルに加えてアナログの力が

必要であることが理由にあると考えられる。 

このような背景もあり、海外においては、高度なデジタル技術を有する IT・ベンチャー

企業の電力分野への進出が活発化すると共に、電力会社と IT・ベンチャー企業さらには機

器メーカーとの新たな協働の在り方が模索されるなど、デジタル技術の発展が従来の産業

構造に変化をもたらしつつある。 

特に欧米のエネルギー企業では、近年、ベンチャー投資による次世代エネルギー技術の

発掘や、M&Aを通じた取り込み等、中長期的に新たな価値やサービスを創出すべく技術の

発掘・取り込みの動きが活発になっている。絶え間なく続く事業環境の変化に備えて、そ

の対応の選択肢を増やすため、各社それぞれの戦略に基づき、新しい技術の発掘・取り込

みに力を入れている。 
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出所：E.ON社ウェブサイトより日本総研作成 

図 30 E.ON社の投資先スタートアップ企業例 

 

欧米の企業は、シリコンバレー等のベンチャー企業への投資や、技術を所有する企業の

M&Aなどにより、他社の技術・サービス・人材を効率的に発掘し、取り込もうとする姿勢

が顕著に表れている。近年では、再エネ関連技術、蓄電技術、分散型電源等の制御技術、

ビッグデータ解析など、新たな付加価値を生み出すビジネスを実現する上で重要となる技

術に投資が集まっている。 

我が国でも、東京電力がアメリカのベンチャーキャピタルファンドであるEnergy Impact 

Fund に投資を決定するなど、欧米と同様の動きが見えつつある。今後も、世界の動向にキ

ャッチアップすべく、欧米のエネルギー企業の戦略については注視していく必要があるだ

ろう。 
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2. 将来の電力事業に影響を与えうる要素技術を用いた事例 

 

技術革新がもたらす将来的な電力事業へのインパクト等の検討のため、文献・関連研究

の調査、国内外の関連レポート調査、関係者・有識者・関係企業等へのヒアリングによる

調査を行った。 

 

2.1. AI 

 

2.1.1. Bidgely 

Bidgely（ビジェリ）社は、2011年に設立された米国のスタートアップ企業である。一般

家庭向け電力管理サービスを提供している。2017年 2月時点で、資金調達額は 2,460万ド

ル、従業員数は 50人を超える規模に成長している。 

Bidgely社は、電力会社に対して、電力データの利用明細を提供するサービスを提供して

いる。電力会社にとっては、電力データの利用明細を自社顧客に無料で提供することで、

顧客の電力利用の効率化を促したり、顧客の満足度向上に繋げたりすることができる。サ

ービスの提供形態として SaaS（Software as a Service）を採用しており、年間の利用世帯

数に応じて電力会社に料金を請求する。 

2017年 12月時点には、欧米、オーストラリア、ニュージーランドなど 10カ国 25企業

と連携しており、これらの顧客の契約件数は 1,000万件を超える。また、innogy社や E.ON

社など、欧州の大手エネルギー企業とも取引がある。 

Bidgely社は理念として、一般家庭におけるエネルギー消費のあり方を変えることと、低

コストの技術確立を掲げている。「電力の利用明細発行」というこれまでなかったサービス

を通じて、家庭の電力消費削減やコスト節約、さらに地球全体の無駄な電力消費量を減ら

すような、社会にインパクトを与える企業を目指している。 
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出所：The SV Startup100ウェブサイト 

図 31 Bidgely社の活用技術 

 

 

出所：Bidgely社ウェブサイト 

図 32 Bidgely社の様々なアプローチ方法 

 

Bidgely社は、2017年 7月、中部電力と共同でサービス検証を開始している。これは、

約 100件のモニターを対象に、家庭全体の電気使用量から、家電ごとの電気使用量を推定

する技術を活用している。 

また、Bidgely社は、天候などのデータと組み合わせて AI分析による、ディスアグリゲ

ーション（分電盤で計測する電流波形から、機器の状態と消費電力を推定すること）技術

を保有している。この技術を活用して、HEMS機器等を新たに設置することなく家電ごと

の使用量を推定し、電力の見える化レポートを作成することを可能としている。 
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この検証により、モニター顧客からのフィードバックを通じて、日本の一般家庭におけ

る家電の使い方や生活スタイルごとの分析が可能か等、日本国内におけるサービスの実用

性を検証するとしている。 

 

 

出所：中部電力プレスリリース「AIを活用した電気使用量の分析技術の検証開始について」 

図 33 Bidgely社の分析を活用したサービス検討イメージ 

 

2.1.2. 日本住宅サービス 

日本住宅サービス株式会社は、住宅向けに「AIHEMS」サービスを販売している。これ

は、AI を搭載したメーターを分電盤に設置し、家電分離技術を利用してどの家電が使われ

ているかを特定するものである。需要家に向けては、①電力利用の見える化、②見守り、

が可能となることが特徴である。技術やサービス内容は、前述の Bidgely 社と類似してい

る。 

AIHEMS の基本パックには「HEMS 機器」「見える化アプリ」「設定訪問工事」「トラブ

ル時駆けつけ」が含まれている。また、オプションとして「スマートロック（自宅のドア

ロックをスマートフォンで開錠）」「赤外線学習リモコン（スマホを家電・ＡＶ機器のリモ

コンとして利用）」が提供されている。 

  



32 

 

 

出所：日本住宅サービス株式会社 ウェブサイト 

図 34 AIを搭載したメーター 

 

 

出所：日本住宅サービス株式会社 ウェブサイト 

図 35 インフォメティス社による家電分離技術（AIHEMSの採用技術） 

 

2.1.3. 日本気象協会 

日本気象協会では、卸電力市場の一日前市場（スポット市場）における電力取引価格を

予測するシステム（プライス予測）を開発した。 

プライス予測では、気温や日射量をはじめとした日本気象協会独自の気象予測データを

用いて、気象ビッグデータ分析と人工知能（AI）による解析技術をもとに予測する。また

「電力需要予測サービス」や「太陽光発電出力予測サービス」のノウハウを活用し、電力

の需要・供給を考慮することも可能。翌日を対象としたスポット市場における 30分ごとの

電力取引価格を予測する。 

また、全国 9エリアごとのプライス予測にも対応し、サービスを拡充している。このエ

リアプライス予測の提供開始により、小売電気事業者や発電事業者は、全国 9エリアの市

場価格やそのエリア間の価格差を考慮した、より経済的かつ効率的な電力調達計画の作成

に活用することができるとしている。 
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2.1.4. オプティマイザー 

株式会社オプティマイザーは、NEDOの「平成２８年度新エネルギーベンチャー技術革

新事業」にて「再生可能エネルギー発電対応の人工知能によるリアルタイム入札自動化技

術の開発」として採択され、研究開発が進められている。 

人工知能を活用した研究開発内容として、「再エネの発電予測」「電力需要予測」「電力の

需給管理」「卸売り市場に入札する仕組み」「電力流通を統合管理できる、「クラウド型」の

サービス開発」等が挙げられている。 

 

 

出所：株式会社オプティマイザー プレスリリース 

図 38 オプティマイザーの事業内容 

 

2.1.5. FKAIR 

株式会社 FKAIR（藤崎京都人工知能研究所）は、京都大学が中心となって設立された。

AI によって「PV の発電予測」「発電所などの健全性診断」「消費電力予測」等のサービス

を提供するとしている。 
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出所：近畿経済産業局「第 2回スマートエネルギー推進セミナー IoT技術、AI技術のエネ

ルギーシステムへの適用」講演 3 

図 39 FKAIR の事業内容 

 

2.1.6. 安藤ハザマ 

安藤ハザマは、施設向けに AI（人工知能）を採用した EMS を含むスマートエネルギー

システム（AHSES: Adjusting to Human Smart Energy System）を開発した。AHSESの

特徴としては、以下の項目が挙げられている。 

 電力需要を予測し最適な運転計画をつくるプログラム、創エネ設備、蓄エネ設備、電

力変換装置およびエネルギーの運用状況を確認する「見える化」画面から構成。 

 建物の利用や気象の情報を基に、機械学習と数理手法により電力需要予測および最適

運転計画を行い、創エネ設備と蓄エネ設備から最適なタイミングで電力をアシスト。 

 分散型電源を直流で接続することにより、スムーズな充放電制御を実現。また、建物

規模に応じて柔軟にシステムを拡張・縮小することが可能。 

 分単位のリアルタイム制御により、今後、各電力会社が導入予定のダイナミックプラ

イシングへの対応が可能。 

 非常時の自立電源として、サーバ等の重要負荷に電力を供給する機能有。 
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出所：安藤ハザマ ホームページ「AI（人工知能）を活用した スマートエネルギーシステ

ム（AHSES）を開発 － スマートな分散型エネルギーシステムの運用を実現 －」 

図 40 AHSESの概要 

 

2.1.7. SBエナジー 

経済産業省の VPP実証事業にて、 SBエナジーは AIを活用した①「VPP構築実証事業」

と②「リソースアグリゲーター事業」を 2017 年 7 月～2018 年 2 月に九州にて実施した。

本実証においては、AIを用いた親アグリゲーターシステムの構築を目指すとしている。 

AI は、送配電事業者等からのデマンドレスポンス指令を受領して解析し、親アグリゲー

ターからの充放電指示対象となる各リソースアグリゲーターの保有蓄電リソースデータと

照らし合わせ、独自のアルゴリズムに基づいてリソースアグリゲーターの選定を行う自己

学習型ビジネスロジックを用いた親アグリゲーターシステムを構築する際の技術として用

いられている。 
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出所：SBエナジー株式会社プレスリリース 

図 41 VPP構築実証事業全体イメージ 

 

2.2. IoT 

 

2.2.1. デジタルグリッド 

デジタルグリッドとは、情報工学と電力工学の技術を用いて、電力をインターネット上

の通信のように自由にやり取りできる技術のことである。電力系統内において、情報によ

り指定された複数のインバータ等を同時に動作させて電力を非同期に制御することにより、

制御した電力を識別可能としている。ここでは、IoT技術を用いた事例として取り上げる。 

デジタルグリッドの採用によって得られる効用としては、太陽光発電等の再生可能エネ

ルギーの変動による停電連鎖が起きにくいこと、電力系統に周波数を安定化するアンシラ

リーサービスがセル単位で提供できること等が挙げられている。また、このような特徴か

ら、電力系統が発達していないアフリカ等の発展途上国におけるニーズを見込み、実証試

験等を実施している。 
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出所：東京大学 阿部特任教授（現デジタルグリッド株式会社代表取締役会長） 

「情報と電力の融合するデジタルグリッドの提案」p.27 

図 42 デジタルグリッドのイメージ 

 

デジタルグリッド技術では、連系点にアドレスを付与し、アドレス情報を含んだ電力情

報と電力本体を同期させて流すことで、本来は識別不可能な電気が、どのような経路を通

ったかが分かるため、“識別”することが可能となる。 

 



39 

 

 

出所：東京大学 阿部特任教授（現デジタルグリッド株式会社代表取締役会長） 

「情報と電力の融合するデジタルグリッドの提案」p.29 

図 43 デジタルグリッドにおける電気の識別イメージ 

 

デジタルグリッド社では、デジタルグリッド技術を活用した、様々なサービスを提案し

ている。そのひとつである小売プラットフォーム事業は、小売電気事業者（サービスプロ

バイダー）が取りまとめる中小規模の電力需要を直接電源と結び付け、自動取引する電力

売買プラットフォーム事業である。 

小売プラットフォーム事業においては、デジタルグリッド社はプラットフォームを運営

し、小売電気事業者が利用者としてサービスプロバイダーになるという体制を採る。提供

するサービス内容としては、サービスプロバイダーの顧客の顧客管理・需給管理を完全自

動化することになる。顧客とサービスプロバイダー間の料金設定、サービス内容などは、

各サービスプロバイダーが自由に決めることが可能である。 

事業の効用として、以下 3点が挙げられている。いずれも小売電気事業者をターゲット

として、管理コストの低減から、電力融通や顧客への付加価値サービスの提供等、デジタ

ルグリッド技術を活かして電力小売事業だけに留まらないサービス提供を提案しているこ

とが特徴である。 

 

① 全国店舗電力管理工数の低減 

高価なエネマネシステムを導入せずとも、チェーン店における各店舗の電力情報の集計

の管理工数を大幅に低減できる。さらに、低コスト電力調達・低炭素化に向け、時々刻々
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と変わる単価推移を踏まえつつ、柔軟に調達先を変えることや、調達ポリシーを見直すこ

とも可能。 

 

② 小売グループ内の電力融通 

小売グループ等の事業所間で、自家発電の余剰電力の自己託送制度を用いた融通により、 

電力コストの低減や、自家発電設備の保有価値向上を実現する。 

 

③ ポイント処理を活用した顧客囲い込み 

グループ店舗の近隣の住民との電力融通を、グループ内ポイントに還元することも可能。

さらに、タイムセールに活用するなど、顧客囲い込みのツールとして活用することもでき

る。 

 

 

出所：デジタルグリッド株式会社ウェブサイト 

図 44 デジタルグリッドを用いた小売プラットフォーム事業 

 

2.2.2. スマートスピーカー等を活用した事例 

スマートスピーカーとは、Wi-Fiや Bluetooth等の無線通信接続機能と、音声で操作でき

るアシスタント機能を併せ持つ持つスピーカーのことである。音声認識等に AIを用いてい

る商品も多いが、ここでは家庭内の IoTを代表する機器として取り上げる。 
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2014年頃から市場に登場し始め、代表的な製品としては Amazon 社「Amazon Echo」、

Google社「Google Home」、Apple社「HomePod」等がある。Amazon Echoは搭載されて

いる AIアシスタントの名称である「アレクサ（Alexa）」、Google Homeは「OK, Google」

等の「ウェイクワード（Wake Word）」と呼ばれる単語が設定されている。ユーザーは、ウ

ェイクワードに続いて「音楽を掛けて」等の指示を伝えることで、スピーカーがそれに応

じて反応する。 

このような大手 IT企業が挙って参入している理由としては、家庭内の暮らしに関するデ

ータについては、スマートフォンによっても、なお収集および分析しきれていない状況に

あることから、ビッグデータを資産としている Googleや Amazon等が、家庭内データを収

集するプラットフォームとして、そしてゆくゆくは家庭内の「コントロールタワー」の役

割を狙って、製品を投入していることが推測される。 

 

 

出所：Amazon社・Google社ウェブサイト 

図 45 スマートスピーカーの代表的製品（左：Amazon Echo、右：Google Home） 

 

スマートスピーカーを HEMSと組み合わせて、電力を含むエネルギーの制御に用いる製

品やサービスも多く販売されている。 

国内でもスマートスピーカーの普及に伴って、様々なサービスが登場し始めている。 

大阪ガスは、燃料電池やガス給湯器を導入している顧客を対象として、Amazon Echoを

通じて、風呂の湯張りや床暖房の操作ができたり、湯の使用量から住人の安否を確認する

などのサービスを提供している。 

また、関西電力は、Amazon Echoを通じて、電気・ガスの使用量や料金、ポイント残高

の確認等が音声案内により可能となるサービスを開始している。 
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出所：大阪ガス株式会社ニュースリリース 

図 46 大阪ガスのスマートスピーカーを活用したサービス提供例 

 

 

出所：関西電力株式会社プレスリリース資料 

図 47 関西電力「はぴｅみる電」サービス 

 

また、スマートスピーカーと併せて活用できる機器として、海外における代表的なサー

ビスに、Google社傘下のNest社が開発したサーモスタット（温湿度計）がある。これは、

室内の温度や湿度を感知したうえで、最適な環境に保つよう空調機器を自動制御する機能

を持っている。空調機器の最適制御により、電力消費量が削減できる効果が得られるとし

ている。また、スマートスピーカーと併せて利用することも可能であり、音声によって空

調機器の制御が可能となる。 
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出所：Nest社ウェブサイト 

図 48 Nest Thermostat 

 

このように、家庭内における IoTを活用した機器は、データを収集して家電等を最適に

制御したり、音声による情報発信の役割を担う等の利用が為されている。今後は、さらに

機器やサービスの拡大により、家庭内のあらゆる機器が自動で制御される「コントロール

タワー」化が進み、住民が快適な生活を送るために欠かせないデバイスとなることが想定

される。 

 

2.3. ブロックチェーン 

 

2.3.1. Brooklyn Microgrid 

Brooklyn Microgrid（BMG）プロジェクトは、アメリカ・ニューヨーク州ブルックリン

地区における、スマートメーターを活用したリアルタイムの需給取引により、個人が太陽

光発電システムで発電した電力を他の消費者に融通する取り組みである。住民は、自宅で

発電した電力をグリッドに流し、近隣に直接販売できる。  

BMGプロジェクトは、世界初のブロックチェーン技術を用いて構築されたマイクログリ

ッドとして知られている。このシステムは既存のインフラ上に構築されており、電力会社

は手数料とメンテナンス費用を得ている。加入者は、ブロックチェーンに対応したスマー

トメーターを設置し、自宅の発電量と消費量を記録する。自動的に記録される「スマート

契約」機能により、近所の住民同士で電力を取引する一方、取引データはブロックチェー

ンで記録される。 

2017年 12月時点で、太陽光発電の供給側は 60戸、需要家側は 500戸が参加している。 
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出所：LO3 Energy社ウェブサイト 

図 49 Brooklyn Microgrid のウェブサイト 

 

BMGプロジェクトは、LO3 Energy社と ConsenSys社とが共同設立（JV）した

TransActive Grid社がシステム構築・運営を担っている。 

このうち LO3 Energy社は、2012年にアメリカで設立されたベンチャー企業である。ブ

ロックチェーン技術を活用したピア・ツー・ピア（P2P）型のエネルギー取引に関する技術

開発や事業を行っている。主に、ドイツ・Siemens社から資金を調達しているほか、Braemar 

Energy Venturesおよび Centrica Innovations等のエネルギーベンチャーキャピタルから

も投資を受けている。 

また、BMGプロジェクトにも採用されているソフトウェア「Exergy」は、ブロックチェ

ーン技術のひとつ Ethereum（イーサリアム）を用いており、米国・ドイツ・オーストラリ

アでも導入事例がある。BMGプロジェクトは、Ethereumのブロックチェーン技術をマイ

クログリッドに応用して、中央管理者を必要とせず、太陽光発電設備と住宅・施設などか

らなる小規模な地域内をグリッドでつなぎ、効率よく電気を分配するシステムを実現して

いる。 

BMGプロジェクトのメリットとして、以下の点が挙げられている。 

 遠方から送られる電気に比べ、地域内での送電は電気ロスの発生が格段に抑えられる

ため、費用効率に優れる。 

 従来の電力網から分離して運用できるため、風水害や地震で大規模発電所からの送電

が滞ってしまった場合にも、地域内の電力供給を維持することができる。 
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 これまでは大規模電力会社に支払っていた資金を、地域のコミュニティ内に循環させ

ることで、地域全体の経済振興に繋がる。 

 

ブロックチェーン技術を用いたプラットフォーム Ethereumは、コミュニティ内の発電

量や取引を全て管理でき、参加する地域住民全員がアクセス可能である。Ethereumの採用

により、参加者は不正なデータ書き換えの心配もないというセキュリティ上のメリットだ

けでなく、管理者がいないため人件費もカットできるというメリットを享受することが可

能となっている。 

 

 

出所：Ethereum ホームページ 

図 50 Ethereumの利用イメージ 

 

BMGプロジェクトにおける送電までのフローは、以下のとおりとなっている。 

BMGプロジェクトに参加している需要家のスマートメーターは、それぞれ発電機に接続

されている。まず需要家側で発電が行われると、その量が Ethereumプラットフォームに

書き込まれ、次に「エナジークレジット」と呼ばれるトークン（ネットワーク内でのみ使

える仮想通貨）がメーターに付与される。このトークンは「発電された電力を使う権利証」

として機能する。 

次に、ある需要家の電力が不足すると、電力が不足した家庭のメーターがトークンを買

い取る。その結果として、電力を使う権利の購入により、電力が不足した家へ電力の送電

が行われる。 
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出所：株式会社オロウェブサイト 

図 51 BMGにおける送電フローのイメージ 

 

2.3.2. Share & Charge 

MotionWerk 社はドイツのスタートアップ企業であり、最初の商品となった Share & 

Chargeプラットフォームは、Innogy Innovation Hubのプロジェクトのひとつでもある。

Share & Chargeの特徴は、ブロックチェーン技術のひとつである Ethereum（イーサリア

ム）を用いて、EVオーナーと充電器オーナーとの間で直接取引が可能となる、ピア・ツー・

ピア方式（P2P）での電気自動車充電を実現したことである。具体的には、EVオーナーに

とっては、身近なエリアで多くの充電ポイントにアクセスできること、充電器オーナーに

とっては、収益が得られ充電器の設置コストの回収を早められること、また小規模な電力

会社や中小企業にとっては、手頃で信頼性の高い決済ソリューションを利用できることが

メリットである。 

2017 年、MotionWerk 社は、iOS ならび Android 向けのスマートフォンアプリとして、
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Share & Chargeアプリをリリースした。EVオーナーや充電器オーナーはアプリを通じて

登録を行い、個人や法人オーナーが所有する約 1,500 台の充電ステーションが登録され利

用可能となった。EVオーナーは、手間をかけて遠くまで充電ステーションを探しに行く必

要がなく、自分のエリア内の充電ステーションを簡単に見つけて、安全に充電することが

可能となった。また、充電器オーナーは、料金メニュー（定額、時間ベースまたは kWhベ

ース）を独自に設定することができたことも特徴であった。 

 

 

出所：Share & Chargeプロジェクトウェブサイト 

図 52 Share & Chargeアプリ 

 

また、MotionWerk社は、ブロックチェーンの実装がヨーロッパにおける充電ネットワー

クのローミング問題、すなわち国境を越えて充電ならびに決済が可能であることを証明す

るため、”Oslo2Rome Tour”を企画した。5か国・7つのパートナーで結成された Oslo2Rome

イニシアチブは、協力して近隣諸国との国境を越え、その途中で EV充電と決裁ネットワー

クの検証を行った。チームは、4日間でオランダ・ドイツ・オーストリア・フランス・ノル

ウェーを EVで回り、ブロックチェーンの実装がヨーロッパの充電ネットワークのローミン

グ問題を解決できることを証明することができた。 
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出所：Share & Chargeプロジェクトウェブサイト 

図 53 Oslo2Rome プロジェクト 

 

しかし、このような試みによって、課題も浮かび上がってきた。それは、「取引手数料」

の変動と、ネットワークの輻輳である。 

Share & Chargeが決済システムに用いているブロックチェーン技術の Ethereumは、取

引を記録したり、口座間の移動をしたりするために膨大な計算を必要とするため、ビット

コイン等と同様にマイニング（採掘）と呼ばれる計算力を提供して、対価として通貨を得

る行為が必要となる。Ethereumの場合は、この計算力を「ガス（gas）」と呼ぶ。すなわち、

マイニングを行う人数が多くなったり少なくなったりするのに応じて、ガス価格は上下す

ることになる。一方、ブロックチェーン技術を用いた決済は、もともと前述のように即応

性に劣るうえ、公共のネットワークを利用していたために予期せぬネットワークの輻輳が

発生し、結果的に取引が成立する間の価格変動リスクや、価格変動によって取引が失敗す

ることのリスクを、MotionWerk社が負うこととなった。 

このような課題もあり、2018年 3月 31日を持って Share & Chargeアプリは無効化さ

れることとなっている。MotionWerk社では、課題を解決したバージョンをリリースすべく、

引き続き開発を続けることを表明している。 
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出所：Share & Chargeプロジェクトウェブサイト 

図 54 Share & Chargeアプリ運営期間の月平均取引手数料推移 

 

なお、MotionWerk 社は、アメリカで EV 充電器のネットワーク JuiceNet を展開する

eMotorWerks社をパートナーとして、Share & Chargeアプリの実証をアメリカ・カリフ

ォルニア州で実施した。このように、海外を含めた拡大展開についても引き続き進めてい

くとしている。 
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3. 総括 

 

本調査では、AI・IoT・ブロックチェーンといった新たな革新的技術が、電力事業に与え

る影響を検討するため、各要素技術の概要と、国内外における先駆的な事例の調査を行っ

た。これらの調査結果から、以下の示唆が得られた。 

 

 革新的技術は、電力事業が中央集約型から市場型・分散型への移行を促進する手段と

なる 

従来の電力事業は、専ら垂直統合型の電力会社が、自社エリア内の需要に応じて、自社

保有の大規模発電設備により発電を行い、自社の送配電設備を経由して需要家に電力を供

給してきた。 

今後は、IoT の進展により、電力事業においてもこれまで以上に多くの点でデータを収

集・分析し、きめ細かな電力制御が可能となる。また、ブロックチェーン技術の進展によ

り、配電網内での需要家同士で電力売買を行うことができる環境が整いつつある。さらに、

今後これらの技術を用いて多様化する電力需給や取引は、AI を用いることで最適化が可能

となることが期待できる。 

将来的な社会情勢を考慮すると、昨今の情勢から、今後爆発的に増加する可能性を秘め

た EV や PHV の動向に、特に注目すべきである。EV や PHV は、車両としての役割だけ

ではなく、車載蓄電池を活用した巨大な電力リソースと見なすことができる。1台あたりの

蓄電容量は大きくはないものの、圧倒的に台数が多いと予測されることが特徴である。 

また、太陽光発電や風力発電といった再生可能エネルギーについては、近年の発電コス

ト低減もあり、エネルギーリソースとしての有用性を日に日に増しつつあるといえる。こ

れらの再生可能エネルギーについては、変動幅が大きくかつ予測が困難であることが課題

と認識されている。また、電力容量としては大小さまざまであり、かつ設置場所も各地に

点在していることが特徴である。 

このような小規模・多数の電力リソースの活用には、AI・IoT・ブロックチェーン等の革

新的技術が不可欠である。すなわち、より多くの点でデータ収集・機器制御を行い、需要

家同士が直接取引することができる手法を備えながら、最適化により社会的コストを最小

化することが期待できる。 

以上の想定から、革新的技術の進展により、電力事業は従来の中央集約型から、現状の

電力システム改革でも移行が進みつつある市場を介して電力の売買が行われる市場型、さ

らには地域的な特性に合わせて分散型の電力需給システムを採りいれるオプションを有す

ることになるといえる。 

 

 電力事業（特に配電分野）は、革新的技術を採り入れたイノベーションを進めるべき 

欧米の大手エネルギー企業は、市場環境の変化に対応すべく、自社開発に留まらず、革
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新的技術を所有するスタートアップ企業に対して積極的に投資あるいは買収を行い、ノウ

ハウの吸収を進めている。 

翻って我が国の状況を考えると、人口減少等による需要の頭打ちないしは減退が見込ま

れる一方、再生可能エネルギーの拡大により送配電網の維持・増強が求められることにな

る。このままでは電力事業全体、特に配電分野については、需要家の減少と小規模な太陽

光発電等の設備への対策を求められるため、事業環境は厳しさを増す恐れがある。 

以上の状況を想定すれば、我が国においても、電力事業への革新的技術の取り込みを急

ぐ必要がある。とりわけ、欧米でもイノベーションが進みつつある配電分野に関しては、

多くのスタートアップ企業が、様々な技術や製品・サービスの開発を競い合っている。こ

れらのスタートアップ企業を含め、他社への投資や買収、あるいはアライアンス締結等の

手法により、継続的な革新的技術の吸収と、自社事業へどのように適用できるかの検証を

進めることが、電力事業全体の市場価値向上に繋がるだろう。また、需要側の事業として、

小売分野を取り込んだ提携も、市場拡大の一手となり得る。 

 

 革新的技術は、電力事業の課題解決に留まらず、海外輸出を含めた収益性拡大として

展開すべき 

電力事業にとっての革新的技術の採用は、一義的には、前述のような国内で直面する課

題を解決する方策となる。しかし、それだけに留まらず、革新的技術を用いた新事業の開

発、および新事業の展開による収益性拡大に繋げる手法ともなる。 

欧米の大手エネルギー企業の動向をみると、事業環境に応じて自社事業を分割・吸収し

て強みとなるサービスを先鋭化し、それを以て海外で収益を得るパターンも多くみられる。

我が国の電力事業においても、国内事業に留まることなく、得られたノウハウを活かして

海外で収益を拡大する積極性が、今後の電力事業発展のために求められる。 

以上 
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